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2024年の見通し P6～P72023年の総括 P1～P6
　2023年の新規供給戸数は首都圏で2万6,886戸、近畿圏で1万5,385
戸にとどまった。うち首都圏の新規供給戸数が2万6,000戸台となるの
は1992年（2万6,248戸）以来のこととなる。首都圏は前年比9.1%減、近
畿圏でも同13.8%減と、供給の絞込みが進み前年を下回った。商品内
容については、首都圏では分譲単価・平均価格の上昇傾向が続き、共に
2年連続で過去最高値を更新した。近畿圏でも分譲単価が過去最高値
を更新し、平均価格と共に前年を上回った。
　販売状況については、価格の上昇が継続するなか新規供給戸数の減
少もあって、初月販売率は首都圏で70.3%と3年連続の70％台、近畿圏
でも71.4％と2年連続で70％台となった。一方で首都圏では、12月末の
分譲中戸数が2018年12月末以来、5年ぶりの増加に転じた。販売は堅
調であるが、並行して時間をかけてじっくり販売する傾向も続いている。

　2024年の新規供給戸数は、首都圏で3万1,000戸、近畿圏で1万
7,000戸と予測した。2024年年初時点では首都圏、近畿圏共に高水
準の供給余力が存在しているものの、2024年も供給の絞込みが続
くと考えられるためである。
　販売状況については、物価やマンションの価格水準、金融政策の
先行きなど気懸りな材料はあるものの順調に推移すると考える。変
動型住宅ローン金利が大幅に上昇する可能性は低いと思われるほ
か、子育て世帯等への税制・政策的支援もあり住宅取得における好
環境が継続すると思われる。
　また今後、高水準の賃金上昇が実現すれば、購入マインドにポジ
ティブに作用する可能性がある。

　

　新規供給戸数は1,516件2万6,886戸、前年比
9.1％減となり、2年連続で3万戸を下回った。2023年
の新規供給戸数については、年初予測で3万2,000
戸、中間見直しでは3万1,000戸程度としたが、供給
件数が1,516件で前年（1,675件）を下回ったほか、供
給の絞込みが進み予測を下回った（図表1）。
　供給プロジェクト数は519物件と、前年（550物件）
より絞り込まれ、第1期発売開始物件も309物件で1万
9,023戸と前年（335物件2万524戸）を下回った。1回
当たりの供給戸数の平均値は、総戸数２００戸以上
の大規模物件による纏まった供給も寄与し17.7戸/
件と前年同水準となった（図表2）。
　また1回当たりの供給戸数が10戸未満にとどまる
小分け供給物件の構成比は54.3％と前年（55 .5％）
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並みで推移しており慎重な供給が継続している。
　総戸数200戸以上の大規模物件の供給状況は堅
調に推移。供給戸数は1万812戸で前年（1万882戸）
と概ね水準であるが、新規供給戸数全体に占める構
成比は40.2%で、前年（36.8％）を上回った。また総戸
数200戸以上かつ20階以上の超高層物件による供
給戸数は4,317戸で前年（3,951戸）を上回り、新規供
給戸数全体に占める構成比も16.1%と前年（13.4%）
を上回った（図表3）。

　地域別供給状況をみると、前年を上回ったのは都
内23区山手エリア、その他千葉のみとなった（図表４）。
　各地域の供給状況をみると、都内23区山手エリア
は前年から23.4％増の6,947戸の供給となった。港区
（前年５４１戸→1,462戸）、新宿区（同２７６戸→888
戸）で大規模物件が発売され前年を上回った。下町
エリアでは、江東区（同７１３戸→233戸）、江戸川区
（同1,０４１戸→754戸）ほかで前年を下回った。また
都下では昭島市（同11６戸→４37戸）や多摩市（同２
１５戸→３85戸）などにより前年を上回った。
　神奈川県では、横浜市が都筑区（前年５０１戸→
１８７戸）をはじめ供給低調で、４年振りの2,000戸台
にとどまり、川崎市では幸区（同3４８戸→517戸）、そ
の他神奈川では相模原市南区（同３８戸→２５8戸）
で超高層物件の供給があったものの、前年を下回った。
　埼玉県では、さいたま市大宮区（前年５７４戸→
316戸）、川口市（同653戸→211戸）、朝霞市（同391
戸→178戸）ほかで減少し、前年を大きく下回った。
　千葉県では、美浜区（前年1,210戸→５7０戸）の減
少により千葉市は前年を下回った。一方、その他千
葉では松戸市（同６２戸→２21戸）、習志野市（同82
戸→185戸）などで前年を上回る供給が行われ、船
橋市（617戸）や柏市（377戸）では大規模物件の発
売によって高水準の供給が継続したことも寄与した。

　初月販売率は70.3%で、前々年（７３．３％）、前年（７
０．４%）に続き3年連続で70％台となり、堅調に推移
した。地域別でみると７０％以上は都内２３区山手エリ
ア、都下、川崎市、千葉市、その他千葉となっている。
　２０２３年１２月末の分譲中戸数は6,287戸で、２０２
２年１２月末（5,919戸）より368戸増加した。２０２３年
における分譲中戸数の推移をみると、新規供給戸数
の減少もあって、４月以降4,000戸台の低水準で推移

していたが、１２月に5,975戸の供給が行われたことも
あり6,000戸を上回った。12月末の分譲中戸数が前
年12月末から増加となるのは5年ぶりのこととなる。
　うち完成在庫は3,161戸と、２０２２年１２月末（2,375
戸）より786戸増加。２０２３年における完成在庫の推
移をみると、２月に3,000戸を上回って以降、６月から８
月の３ヵ月間を除き3,000戸台で推移している。竣工
完売に拘らず、時間をかけてじっくり販売を行う傾向
が継続しており、完成在庫が上振れしやすくなって
（図表５）。

　首都圏全体の供給商品内容をみると、分譲単価
は前年比28.9%アップの1,226千円/㎡、平均面積は
６６．10㎡と同程度、平均価格は8,101万円と同28.8%
アップし、分譲単価、平均価格共に過去最高値を更
新した。都内23区の構成比が44.3％（前年36.5％）と
高まったことに加え、山手エリアにおける大規模高額
物件の供給も影響している。
　地域別の供給商品内容をみると、都内23区の分
譲単価は1,727千円/㎡（前年比34.1%アップ）、平均
面積は66.51㎡（同4.0％アップ）、平均価格は1億
1,483万円（同39.4％アップ）と大幅な上昇。都心３区
（千代田・中央・港）を除く都内２３区では、平均価格
は8,664万円となった。
　都内23区を除く地域（都下～千葉県）でも、分譲
単価は前年比7.2%アップの823千円/㎡、平均面積
は65.77㎡と同2.3%と縮小し、平均価格は同4.7％アップ
の5,411万円と、価格上昇が継続。うち、その他神奈
川、その他千葉は分譲単価、平均価格共に対前年で
二桁台の上昇率となった。その他神奈川では超高層
物件による高額価格帯の供給も影響した（図表６・７）。
　また駅徒歩５分以内の供給構成比が上昇したこ
とも、分譲単価の押し上げ要因とみられる。20階以上
の超高層物件を除く首都圏全体では、駅徒歩５分以
内の供給戸数の占める構成比は38.8%と、前年
（34.3％）を上回る。最寄り駅からの徒歩時間別平均
分譲単価の推移をみると、近時では徒歩5分以内・
徒歩10分以内の上昇幅は顕著で、利便性が価格に
反映される度合いは強まりをみせている（図表８）。

前年を上回ったのは
都内23区山手エリア、その他千葉のみ

初月販売率は3年連続の70％台、
分譲中戸数、完成在庫は増加

都内23区を除く地域は面積縮小により
平均価格は前年比4.7%上昇

分譲中戸数と完成在庫数の推移（首都圏：2007年1月～2023年12月）図表5

最寄り駅からの徒歩時間別分譲単価の推移図表8

平均価格と平均面積の推移（首都圏：1994～2023年）
都内23区と都内23区以外の比較

図表6

 地域別供給商品内容（首都圏）図表7

大規模物件による供給戸数とシェア（首都圏）図表3

地域別供給状況（首都圏）図表4
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　新規供給戸数は1,249件１万5,385戸、前年比
13.8％減となり、2年連続で前年を下回った。また新規
供給戸数が1万5,000戸台となるのは、2020年（1万
5,195戸）以来で3年ぶり。２０２３年の新規供給戸数
については年初予測・中間見直し共に１万8,000戸
程度と予測したが、供給件数が前年（1,436件）を下
回ったほか、供給プロジェクト数の絞込み、供給戸数
の小分け化が進み予測を大きく下回った（図表9）。
　供給プロジェクト数は366物件と前年（４０７物件）
に比べ絞込まれた。第１期発売開始物件も194件1
万1,094戸と、前年（２１５件１万2,350戸）を下回り低
調で、１回当たりの供給戸数の平均値も12.3戸/件と
前年（１２．４戸/件）を僅かだが下回った（図表１０）。
　また1回当たりの供給戸数が10戸未満にとどまる
小分け供給物件の構成比は74.4％と前年（71.3％）
を上回り、慎重な供給傾向は継続している。
　ワンルームマンションの供給については、37物件
2,984戸と前年（３8物件3,350戸）を下回り、ファミリー
層向け住戸も１万2,401戸と前年（１万4,508戸）を下
回った（図表11）。
　総戸数200戸以上の大規模物件の供給状況をみ
ると、供給戸数は3,069戸で、新規供給戸数全体に
占める構成比は19.9%と、前年（3,408戸・１９．１％）を
上回るが、供給戸数は前年を下回った。また総戸数
200戸以上かつ20階以上の超高層物件は、供給戸
数679戸、構成比4.4%で前年（1,166戸・6.5%）を下
回った（図表12）。

　地域別の供給状況をみると、主要地域では南大
阪を除き前年を下回った。（図表13）。
　大阪市では、総戸数100戸以上を含むワンルーム
マンション9物件が供給された浪速区（前年548戸
→1,025戸）で増加したものの、北区（同606戸→183
戸）、西淀川区（同552戸→194戸）などで前年を下
回った。
　阪神間では、大規模物件の発売が行われた伊丹
市（前年0戸→254戸）で増加となったが、尼崎市（同

518戸→211戸）ほかで前年を下回った。神戸市では
中央区（同494戸→187戸）、北摂では茨木市（同565
戸→154戸）、高槻市（同286戸→71戸）、東大阪で
は東大阪市（同689戸→227戸）、京都市では、右京
区（同278戸→59戸）などで前年を下回った。南大阪
では堺市北区（同2戸→97戸）の他、和泉市（74戸）
では2020年以来、高石市（72戸）では2018年以来の
新規供給が行われたこともあり前年を上回った。
　外周地域では、その他京都府、滋賀県、奈良県が
前年を上回った。その他京都府では2008年以来の
供給が行われた福知山市で111戸、奈良県では奈良
市（前年153戸→212戸）ほか橿原市（93戸）、磯城郡
田原本町（76戸）で供給が行われている。その他兵
庫では明石市（同459戸→449戸）で前年を下回り、
滋賀県では大津市（同437戸→710戸）で増加した
が、草津市（同152戸→56戸）ほかで前年を下回った。

　初月販売率は71.4%と、前年（72.7％）に続き70％台
となった。地域別にみると、大阪市（75.5％）、南大阪
（74.1％）、外周地域（72.7％）で70％を上回っている。
　新規供給戸数の減少、初月販売率が70％を上
回ったこともあって、12月末の分譲中戸数は3,461戸、
2022年12月末（3,905戸）から444戸減少した。
　完成在庫は、2022年12月末の1,655戸から2023年
2月末には増加に転じ1,800戸を上回った。その後、5
月末以降は減少傾向に転じ、2023年12月末には
1,567戸と2022年12月末を下回った。近畿圏もじっくり
時間をかけて販売を行う傾向から、分譲中戸数は
3,000戸、完成在庫は1,500戸を上回る状況が継続し
ており、過去水準と比べてまだ高い状況にある。今後
の推移を注視する必要がある（図表14）。

　近畿圏全体の分譲単価は前年比2.1%アップの
790千円/㎡、平均面積は59.40㎡と同1.4％縮小し、
平均価格は同0.7％アップの4,666万円となった。分譲
単価は2013年以降11年連続、平均価格は2018年
以降6年連続で前年を上回っている。また分譲単価
は前年に続き最高値を更新した。
　ワンルームマンションを除くと、分譲単価は784千円
/㎡で前年比2.0%アップしたが、平均面積が67.50㎡
と同1.4%縮小し、平均価格は同0.4%アップの5,289
万円となった。
　地域別にみると、大阪市で分譲単価が前年比

近畿圏市場

新規供給戸数は１万5,385戸、
前年比13.8％減

初月販売率は71.4%、分譲中戸数、
完成在庫は前年末を下回る

南大阪をのぞく全主要地域で減少

分譲単価・平均価格の上昇が継続
大規模物件による供給戸数とシェア（近畿圏）図表12

新規供給戸数・件数の推移（近畿圏）図表9

第1期発売開始物件と1回当たりの供給戸数の平均値（近畿圏）図表10

ワンルームマンション供給戸数の推移（近畿圏）図表11

資料：長谷工総合研究所作成

資料：長谷工総合研究所作成

資料：長谷工総合研究所作成

資料：長谷工総合研究所作成
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地域別供給状況（近畿圏）図表13

分譲中戸数と完成在庫数の推移（近畿圏：2007年1月～2023年12月）図表14

資料：長谷工総合研究所作成

資料：長谷工総合研究所作成

近畿圏全体の平均価格と平均面積の推移（近畿圏：1994年～2023年6月）図表15
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1.9%のダウン、平均面積が同5.7％縮小したことで平
均価格は同7.5％ダウンとなった。市内で超高層物件
の第1期発売開始が1物件のみで、かつコンパクト間
取りの占める割合が高まったことも要因と考えられる。
京都市でもコンパクト間取りによる面積縮小が平均価
格のダウン要因のひとつと考えられる（図表15・16）。

　分譲マンションの着工戸数の推移をみると、2023
年1～11月では、首都圏は前年同期比1.1％減の4万
7,065戸、近畿圏は同2.3％増の2万2,273戸で推移し
ている。年間では首都圏は5万戸程度、近畿圏は2万
戸台中盤程度になる見通しである。
　首都圏では、神奈川県を除き東京都・埼玉県・千
葉県は前年同期を下回って推移。近畿圏では、大阪
府・兵庫県は前年同期を上回って推移する一方、外
周地域の奈良県・和歌山県は前年増加の反動も
あって減少する見通しである（図表17・18）。
　2024年年初時点、2023年の着工戸数から既供給
戸数を除き、首都圏で4万戸程度、近畿圏で2万戸
程度の供給材料が存在する。一方で時間をかけた
販売が続くなか、2024年の新規供給戸数おいても
2022年着工のプロジェクトが占めるウェイトは高いと
考えられる。2022年着工の未発売プロジェクトは、首
都圏で2万戸台後半、近畿圏で9,000戸程度が存在
すると推定される。

　2022年・2023年の着工状況から、首都圏で6万戸超、近畿圏では
2万戸台後半の供給力が潜在し、発売済物件の未供給戸数も加わ
り高水準の供給材料が存在するが、2023年の総括でみたような供
給傾向から、大幅増という状況にはならいと判断した。2024年の新
規供給戸数は首都圏で3万1,000戸、近畿圏で1万7,000戸と、共に
2023年を上回ると予測したが、近時で新規供給戸数が前年比増と
なった2021年の水準（首都圏3万3,636戸・近畿圏1万8,951戸）まで
は回復しないと判断した。近畿圏では在庫水準の推移を意識した供
給になることも考えられる。

2024年マンション市場の見通し

新規供給戸数の予測

　2023年も都市中心部、超高層物件や高額物件の販
売好調が注目されたが、近郊・郊外においても大規模
物件を中心に販売は堅調であった。一方で小分け化、
時間をかけた販売も併存する。2024年も同様の販売
状況になると判断した（図表21・22）。
　但し住宅ローン金利の推移には注視の必要がある。
金融政策の先読みは難しいが、主流である変動型住
宅ローン金利は、仮にマイナス金利政策の解除からゼ
ロ金利政策に当面移行ということであれば、大幅に上
昇する可能性は低いと思われる。しかし正常化に向け
て政策を変化させた限りは、遅からず住宅ローン金利
は更なる上昇が想定されることから、政策変化時には
住宅購入検討者のマインドを注視しておく必要がある。
その一方、物価と好循環をなす高水準の賃金上昇が
実現すれば、住宅購入マインドを高める可能性もある。
　税制では、住宅ローン減税の子育て世帯等への借入
限度額の維持（2024年入居分）、床面積要件緩和措置
の継続、住宅取得資金に係る贈与税非課税措置の延
長など、需要喚起策が継続する。2024年は2022年着工
物件の供給も多く、住宅ローン減税の入居条件に合致
するプロジェクトは一定数あると見込む。また子育て世帯
等の支援を目的に金利を引き下げるフラット35の新メ
ニューも登場し、住宅取得環境は引続き良好である。

　都内23区については2年連続で前年を上回ると予測した。山手・下
町エリア共に再開発物件の供給が予定されている。また前年を下
回った神奈川県・埼玉県・千葉県は前年を上回ると予測した。特に神
奈川県では大規模物件の第1期発売が多数予定されていることから
7,000戸台に回復すると判断した（図表19）。

　大阪市は7,000戸程度、神戸市は1,500戸程度、京都市は1,500戸
程度と予測した。大阪市、神戸市では超高層物件の供給が予定され
ており、2023年を上回る供給が行われると判断した（図表20）。

首都圏

近畿圏

分譲マンションの
着工動向と供給材料の見通し

首都圏：3万1,000戸、近畿圏1万7,000戸

販売状況の見通し マンション市場の推移と予測（首都圏）図表21

マンション市場の推移と予測（近畿圏）図表22

ワンルームマンションを除いた地域別供給商品内容（近畿圏）図表16

分譲マンション着工戸数の推移（首都圏・近畿圏）図表17

都道府県別分譲マンション着工戸数の推移（首都圏・近畿圏）図表18

資料：長谷工総合研究所作成

資料：国土交通省「住宅着工統計」 2023年は1～11月実績

資料：国土交通省「住宅着工統計」2023年は1～11月実績

▲はマイナス

▲はマイナス

資料：長谷工総合研究所作成

資料：長谷工総合研究所作成

分譲中
供給 販売 販売率 （初月） 供給 販売 販売率 供給 販売 販売率 戸数

2012年 45,602 41,049 90.0% (76.3) 6,166 5,372 87.1% 51,768 46,421 89.7% 5,347 

2013年 56,478 51,763 91.7% (79.5) 5,347 4,972 93.0% 61,825 56,735 91.8% 5,090 

2014年 44,913 39,345 87.6% (75.1) 5,090 4,616 90.7% 50,003 43,961 87.9% 6,042 

2015年 40,449 35,165 86.9% (74.5) 6,042 4,895 81.0% 46,491 40,060 86.2% 6,431 

2016年 35,772 29,873 83.5% (68.8) 6,431 5,170 80.4% 42,203 35,043 83.0% 7,160 

2017年 35,898 29,858 83.2% (68.1) 7,160 6,094 85.1% 43,058 35,952 83.5% 7,106 

2018年 37,132 28,783 77.5% (62.1) 7,106 5,903 83.1% 44,238 34,686 78.4% 9,552 

2019年 31,238 24,321 77.9% (62.6) 9,552 7,374 77.2% 40,790 31,695 77.7% 9,095 

2020年 27,228 21,372 78.5% (66.0) 9,095 6,046 66.5% 36,323 27,418 75.5% 8,905 

2021年 33,636 29,617 88.1% (73.3) 8,905 6,076 68.2% 42,541 35,693 83.9% 6,848 

2022年 29,569 25,637 86.7% (70.4) 6,848 4,861 71.0% 36,417 30,498 83.7% 5,919 

2023年 26,886 22,493 83.7% (70.3) 5,919 4,025 68.0% 32,805 26,518 80.8% 6,287 

2024年予測 31,000 26,500 85% (70%) 6,287 4,300 68% 37,287 30,800 83% 6,500 

新規供給物件 前年繰越物件 合計

分譲中

供給 販売 販売率 （初月） 供給 販売 販売率 供給 販売 販売率 戸数

2012年 23,266 21,194 91.1% (76.9) 3,307 2,622 79.3% 26,573 23,816 89.6% 2,757 

2013年 24,691 22,555 91.3% (79.6) 2,757 2,630 95.4% 27,448 25,185 91.8% 2,263 

2014年 18,814 16,970 90.2% (76.6) 2,263 2,013 89.0% 21,077 18,983 90.1% 2,094 

2015年 18,930 16,741 88.4% (70.8) 2,094 1,884 90.0% 21,024 18,625 88.6% 2,399 

2016年 18,676 16,202 86.8% (71.9) 2,399 2,091 87.2% 21,075 18,293 86.8% 2,782 

2017年 19,560 17,433 89.1% (76.1) 2,782 2,370 85.2% 22,342 19,803 88.6% 2,539 

2018年 20,958 18,455 88.1% (74.5) 2,539 2,135 84.1% 23,497 20,590 87.6% 2,907 

2019年 18,042 15,688 87.0% (74.1) 2,907 2,441 84.0% 20,949 18,129 86.5% 2,820 

2020年 15,195 12,570 82.7% (71.7) 2,820 1,850 65.6% 18,015 14,420 80.0% 3,595 

2021年 18,951 15,778 83.3% (69.8) 3,595 2,368 65.9% 22,546 18,146 80.5% 4,400 

2022年 17,858 15,290 85.6% (72.7) 4,400 3,063 69.6% 22,258 18,353 82.5% 3,905 

2023年 15,385 12,994 84.5% (71.4) 3,905 2,835 72.6% 19,290 15,829 82.1% 3,461 

2024年予測 17,000 14,500 85% (70％) 3,461 2,500 72% 20,461 17,000 83% 3,500 

新規供給物件 前年繰越物件 合計
地域名

全体

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

全体

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

▲9.2％

46.2％

2.1％

▲12.7％

▲21.9％

53,913

5,991

5,320

32,895

9,707

4.8％

39.6％

76.0％

▲5.3％

▲2.2％

52,379

5,551

6,310

29,579

10,939

▲1.1％

▲0.4％

▲8.2％

▲11.8％

29.9％

47,065

5,250

4,529

23,854

13,432

▲7.3％

▲33.7％

▲32.6％

▲5.1％

15.2％

49,962

3,975

3,585

31,221

11,181

1.9％

24.3％

26.0％

▲5.4％

20.8％

▲60.0％

▲71.5％

25,773

756

3,024

15,295

6,403

201

94

10.0％

▲36.9％

23.5％

▲0.9％

60.5％

43.1％
ー　  

22,999

872

2,383

14,075

4,882

515

272

2.3％

▲17.0％

2.9％

6.8％

4.6％

▲82.9％

▲６6.2％

22,273

627

2,380

14,292

4,804

78

92

▲18.8％

82.7％

▲36.2％

▲7.1％

▲52.5％

79.1％

▲100.0％

20,916

1,381

1,929

14,205

3,041

360

0
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2020年 2021年 2022年 2023年 1月～11月

戸数
（戸）

対前年比
増減率
（％）

戸数
（戸）

対前年比
増減率
（％）

戸数
（戸）

対前年比
増減率
（％）

戸数
（戸）

対前年比
増減率
（％）

地域別供給戸数の推移と予測（近畿圏）図表20

地域別供給戸数の推移と予測（首都圏）図表19

資料：長谷工総合研究所作成

地域名

都内23区 13,290 39.5% 10,797 36.5% 11,909 44.3% 10.3% 13,100 42.3% 

都下 2,921 8.7% 2,360 8.0% 2,282 8.5% ▲3.3% 2,900 9.4% 27.1% 

神奈川県 8,609 25.6% 7,403 25.0% 5,962 22.2% ▲19.5% 7,500 24.2% 25.8% 

埼玉県 4,451 13.2% 4,716 15.9% 3,030 11.3% ▲35.8% 3,400 11.0% 12.2% 

千葉県 4,365 13.0% 4,293 14.5% 3,703 13.8% ▲13.7% 4,100 13.2% 10.7% 

首都圏計 33,636 100.0% 29,569 100.0% 26,886 100.0% ▲9.1% 31,000 100.0% 15.3% 

2023年 2024年予測2022年2021年

10.0%

戸数 構成比 戸数 構成比 戸数 構成比 前年比 戸数 構成比 前年比

資料：長谷工総合研究所作成

地域名
戸数 構成比 戸数 構成比 戸数 構成比 前年比 戸数 構成比 前年比

2023年 2024年予測2022年2021年

大阪市 6,525 34.4% 7,167 40.1% 6,529 42.4% ▲8.9% 7,000 41.2% 7.2%

阪神間 2,094 11.0% 1,209 6.8% 925 6.0% ▲23.5% 1,200 7.1% 29.7%

神戸市 2,442 12.9% 1,506 8.4% 971 6.3% ▲35.5% 1,500 8.8% 54.5%

北　摂 2,308 12.2% 1,803 10.1% 1,519 9.9% ▲15.8% 1,600 9.4% 5.3%

東大阪 780 4.1% 1,357 7.6% 936 6.1% ▲31.0% 1,000 5.9% 6.8%

南大阪 813 4.3% 439 2.5% 517 3.4% 17.8% 800 4.7% 54.7%

京都市 1,528 8.1% 1,973 11.0% 1,365 8.9% ▲30.8% 1,500 8.8% 9.9%

外周地域 2,461 13.0% 2,404 13.5% 2,623 17.0% 9.1% 2,400 14.1% ▲8.5%

近畿圏計 18,951 100.0% 17,858 100.0% 15,385 100.0% ▲13.8% 17,000 100.0% 10.5% 

大阪市

阪神間

神戸市

北摂

東大阪

南大阪

京都市

小計

兵庫県

京都府

滋賀県

奈良県

和歌山県

近畿圏全体

地域名

主
要
地
域

外
周
地
域

2021年
1～12月

2022年
1～12月

2023年
1～12月

2021年
1～12月

2022年
1～12月

2023年
1～12月

2021年
1～12月

2022年
1～12月

2023年
1～12月

6,040 6,081 924 927 909 ▲1.9% 65.40 65.57 61.82 ▲5.7%

5,461 5,282 742 739 803 8.7% 73.62 71.52 74.23 3.8%

5,422 4,973 793 727 862 18.6% 68.38 68.38 68.26 ▲0.2%

5,138 5,476 692 753 759 0.8% 74.27 72.76 75.94 4.4%

4,197 4,039 608 601 621 3.3% 68.99 67.25 67.95 1.0%

3,863 4,309 557 609 632 3.8% 69.29 70.73 71.21 0.7%

5,204 5,579 861 875 980 12.0% 60.44 63.75 59.62 ▲6.5%

3,990 4,287 549 587 611 4.1% 72.62 73.01 71.83 ▲1.6%

3,838 4,274 539 587 622 6.0% 71.21 72.78 70.46 ▲3.2%

4,091 4,641 544 628 630 0.3% 75.26 73.91 74.74 1.1%

4,017 4,315 562 581 592 1.9% 71.49 74.31 70.29 ▲5.4%

4,292 4,304 575 598 622 4.0% 74.67 71.97 73.30 1.8%

3,662 3,655 504 526 556 5.7% 72.63 69.53 76.20 9.6%

5,182 5,268 747 769 784 2.0% 69.39 68.47 67.50 ▲1.4%

平均価格(万円） 分譲単価（千円/㎡) 平均面積(㎡）

増減率 増減率 増減率

5,621 ▲7.6%

5,958 12.8%

5,884 18.3%

5,766 5.3%

4,218 4.4%

4,501 4.5%

5,844 4.7%

4,386 2.3%

4,385 2.6%

4,712 1.5%

4,159 ▲3.6%

4,558 5.9%

4,237 15.9%

5,289 0.4%
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